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政府が進める女性や高齢者の社会進出施策により，働く人々の活動パターンが変化し，世帯活動にも影

響を与えると考えられる．特に子育て世帯への影響は顕著であると思われる．さらに，MaaSと呼ばれる

新たな交通サービスが検討されており，人々の移動と活動に影響を与えると思われる．本研究では，

MaaSを考慮した世帯活動モデルを構築し，世帯の活動パターンに与える影響を評価する．ケーススタデ

ィとして，千葉市の子育て世帯に着目し，世帯の移動と活動実態を想定した上で，MaaS導入時の移動-活

動の予測を行う．このモデルにより，複数のMaaSのサービス水準下で，世帯属性や活動制約を踏まえた

世帯員の移動-活動パターンを予測し，MaaS導入による影響評価が可能であることを示した．  

 

     Key Words : Activity-based Approach, Household Activity Model, Moblity as a Service(MaaS),  

Household Activity Pattern Problem(HAPP)

 

 

1. はじめに 

 

我が国では，少子高齢化の進展による社会構造変化の

対応策として，女性や高齢者の社会進出の推進に主眼を

おいた施策が進められている．これらの政策の一環とし

て，特に働く女性の多様な働き方のニーズを踏まえた

「働き方改革」が推進されており，生活行動がこれまで

とは大きく変化する可能性がある 1)． 

一般に，個人の日々の活動パターンは，世帯内での役

割に応じた活動配分により決定されていると考えられる．

従って，働き方に関連する施策の下では，個人の労働時

間や働く場所の変化が他の世帯員の活動に影響を与える

と考えられる．特に子育て世帯では，仕事や家事，送迎

など様々な活動が要求されるため，ある世帯員の変化が

他の世帯員に与える影響は顕著であると推察される． 

くわえて，「移動は活動の派生需要」と称されるよう

に，活動の変化は日々の移動選択にも影響を与えると考

えられる．従って，都市・交通計画分野においても，働

き方改革のような活動パターンに影響を及ぼす施策を考

慮して，当該分野での政策立案やサービス設計が必要と

なる． 

一方，Mobility as a Service (MaaS)と称される複数交通手

段をシームレスに組み合わせることで，個人に適した移

動の提供を試みる交通サービスが検討されている．こう

した検討の際には，多様なサービス水準の下での利用者

行動を予測し，移動需要を把握することで適切なサービ

スの設計を行う必要がある．しかしながら，従前からの

需要予測手法として利用されている四段階推定法は，北

村 2) が指摘するように，大規模インフラ整備を前提とし

ており，交通需要も個人の行動情報が欠落した集計値で

表現される．従って，MaaS のような個人を対象とした

サービスの需要予測を行うことは困難である．そのため，

個人の行動を移動と活動を一体的に表現する Activity-

based Approach (ABA)に基づいた予測手法の研究が進めら

第 61 回土木計画学研究発表会・講演集

 1



 

 

れており，MaaS導入時の行動予測もABAによる評価が

適切であるとされている 3)．しかしながら，ABAに基づ

く既往の行動モデルの多くは個人を対象としており，世

帯への影響を明示的には考慮していない．また，世帯活

動への影響を考慮し，MaaS 導入時の生活行動の変化を

予測・評価した事例もほとんど存在しない． 

そこで本研究では，MaaS 導入による世帯活動への影

響評価を念頭に置いた世帯活動モデルの構築を目的とす

る．具体的には，世帯員の行動変化が特に影響すると考

えられる子育て世帯（5 歳未満の子供がいる世帯と定義）

に着目し，MaaS 導入時の世帯活動モデルを構築して，

MaaS導入時の影響評価が可能であることを示す． 

 

2. 既往研究レビューと本研究の位置づけ 

 

 (1) 世帯の移動-活動実態把握 

世帯を対象として，移動-活動の実態把握を試みてい

る既往研究は，和泉ら 4)や辰巳ら 5)などが挙げられる．

いずれも子育て世帯の女性に着目しており，移動時間や

代表交通手段と手段分担率を世帯類型，居住地域などの

観点から，トリップ単位で分析を行っている．しかしな

がら，ABA でのモデリングを行う上では，移動-活動が

変化した要因を正確に把握するために，1日の移動-活動

に一貫性が保たれたツアー（活動）単位での分析が必要

であると考える．また，世帯内での活動配分に基づく個

人の行動決定を考慮する上では，世帯構成員間での調整

が働くため，母親以外の他の世帯員に関する移動-活動

実態の把握も必要であると考えられる． 

 

(2) 世帯活動モデル 

世帯活動のモデリングに関する既往研究としては，大

森ら 6)による活動パターン生成モデル，張ら 7)・福田ら 8)

による活動時間配分モデルなどが挙げられる．しかしな

がら，実際には活動時間に応じて活動パターンを決定す

る可能性もあり，活動時間と活動パターンの相互依存関

係を考慮するべきであると考えられる．  

McNally and Rindt9)によると，ABAによる行動モデルに

は，大別して 1) シミュレーション，2) 計量経済学，3) 計

算機的プロセス，4) 数学的プログラミングの 4種類のア

プローチがある．本研究では，世帯活動を考慮しうる手

法として，数学的プログラミングによるアプローチの 1

つであるRecker10)のHousehold Activity Pattern Problem (HAPP)

に着目する．さらに，MaaS 導入の再現を念頭に置き，

複数の交通手段利用が表現できるよう HAPPを拡張した

Yamada11)によるモデルを活用する． 

Yamada の研究では，仮想の世帯活動データに基づく

モデルの構築であったため，本研究では東京都市圏パー

ソントリップ調査の結果を参考にして，世帯の移動-活

動パターンの再現を試みる．その上で MaaS 導入時とし

て交通手段が定額利用可能な状況を仮定し，MaaS 導入

により世帯活動にどのような影響が生じるかを分析する． 

本研究では，東京都市圏のうち，バス・モノレール等

複数の公共交通手段の利用可能性がある千葉市内の子育

て世帯を対象とする． 

 

3. MaaS導入時の世帯活動モデルの構築 

 

(1) モデルの構築 

 本研究で構築する世帯活動モデルは，Recker10)のHAPP

を下敷きとしている．HAPP は，時間枠付き集配計画問

題の変種であり，時間制約下での最適な活動集配経路を

求める問題を，移動-活動パターンならびに移動-活動時

刻を求める問題に改良したものである．HAPP は制約条

件付き混合整数線形計画問題として，以下の式(1)から

(3)のように定式化される． 

 

𝑚𝑖𝑛𝑖𝑚𝑖𝑧𝑒  𝑍(𝑋) = 𝑏 ⋅ 𝑋 (1) 

𝑠𝑢𝑏𝑗𝑒𝑐𝑡 𝑡𝑜 

𝐴𝑋 ≦ 𝑐 (2) 

𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 

𝑋 = [ 
𝑋𝑣

𝐻
𝑅

 

𝑇

] , 𝑋𝑣 = [ 𝑋𝑢𝑤
𝑣 = { 

0
1

 ] ,

𝐻 = [ 𝐻𝑢𝑤
𝑗

= { 
0
1

 ] , 𝑅 = [ 𝑅𝑢𝑤
𝑗

= { 
0
1

 ] , 𝑇 = [ 𝑇𝑢 ≥ 0 ](3)

 

 

ここで， 𝑋𝑢𝑤
𝑣 ：自動車 v の地点 𝑢𝑤間の移動有無，

 𝐻𝑢𝑤
𝑗
：世帯員𝑗の地点 𝑢𝑤間の移動有無，𝑅𝑢𝑤

𝑗
：世帯員𝑗

のタクシーでの地点 𝑢𝑤間の移動有無，，𝑇：移動-活動

の開始時刻，𝑏, 𝐴；各決定変数の係数行列，c：実数ベ

クトルである． 

 式(1)は，一般化費用に類似する値を最小化しており，

世帯の嗜好を考慮して具体的な特定化を行う．式(2)は，

自動車・世帯員の移動-活動制約を表す時空間条件，世

帯内での活動制約条件，時空間の連続条件，自動車と世

帯員の移動を結びつける条件などを含む． 

本研究では，Yamada 11)による拡張モデルと同様に公共

交通利用を活動の 1つとみなして，式(4)に示すような具

体的な特定化を行っている． 

 

𝑍 = ∑ ∑ ∑ 𝑣𝑎𝑣𝑒𝑐𝑐𝑡𝑢𝑤
𝑣 𝑋𝑢𝑤

𝑣

𝑤∈𝑁

+ ∑ ∑ 𝐾𝑋0𝑤
𝑣

𝑤∈𝑃+𝑣∈𝑉𝑢∈𝑁𝑣∈𝑉

 

     + ∑ 𝛽𝑗(𝑇4𝑛+1
𝑗

− 𝑇0
𝑗
) + ∑ (𝑇𝑢+𝑛 − 𝑇𝑢)

𝑢∈𝐴𝑚𝑗∈𝜂

 

     + ∑ ∑ ∑ 𝑐𝑢𝑤
𝑅 𝑅𝑢𝑤

𝑗

𝑤∈𝑁

 + ∑ ∑ ∑  𝑐𝑢𝑤
𝑝

𝐻𝑢𝑤
𝑗

𝑤∈𝑁𝑢∈𝑁𝑗∈𝜂𝑢∈𝑁𝑗∈𝜂

(4) 
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ここで，𝑣𝑎𝑣𝑒：自動車平均速度，𝑐𝑐：自動車 1kmあたり

の移動コスト，𝑡𝑢𝑤
𝑣 ：自動車vでの移動時間，𝐾：自動車

保有コスト，𝛽𝑗：世帯員 jの時間価値，𝑇0
𝑗
, 𝑇4𝑛+1

𝑗
：世帯

員 jの出発・帰宅時間，𝐴𝑚：必須活動（すなわち交通手

段乗車・降車以外の活動），𝑐𝑢𝑤
𝑅 ：タクシーコスト行列，

 𝑐𝑢𝑤
𝑝
：公共交通コスト行列である． 

さらに，MaaS 導入再現時は，交通手段定額制を考慮

するため，式(4)に式(5)に示す項を追加することで MaaS

料金を表現する． 

∑ 𝐾𝑚

𝑗∈𝜂

⋅ 1 {( ∑ 𝐻𝑢,𝑢+𝑛
𝑗

+ ∑ ∑ 𝑅𝑢𝑤
𝑗

𝑤∈𝑁𝑢∈𝑁𝑢∈𝐴𝑝2

) ≥ 1} (5) 

 

ここで，𝐾𝑚はMaaSの一日あたりの料金，𝐴𝑝2は公共交

通乗車活動（乗車地点）の集合である． 

式(5)より，MaaS 利用（公共交通・タクシーを 1 度で

も利用する場合）および未利用（1 度も利用しない場合）

がバイナリで表現される．これにより，MaaS 料金を政

策変数として世帯の移動-活動の変化を予測することが

可能となる． 

 

(2) データセット構築 

本研究では，第 6回東京 PT調査の結果を参考に，子

育て世帯の仮想的なデータセットを構築する．その際に

は， 本研究で構築したHAPPを適用するために，以下の

ような仮定を置きデータセットを構築している． 

 

・ 実行すべき活動数，各活動時間：実績値 

・ 活動制約：仕事がある人のみ，その他は制約なし 

・ 利用可能な公共交通：各OD間で代表的な 1組 

・ 各 OD間の所要時間： Google Mapから算出される

平常時の値 

・ 各 OD 間のコスト：公共交通は同上，タクシーは

算出したOD間距離に対し，2kmまで740円，以降

0.284kmごとに 90円が加算されるとして計算 12)  

・ 自動車移動コスト：6.95 円/km（燃費・燃料代をそ

れぞれ 22km/L（H28 年度平均値）13)，153 円（H30

年 9-11月の平均値）14)とし算出） 

・ 個人の時間価値：39.1 円/分（交政審 198 号答申テ

クニカルレポート 15），交通機関選択モデルパラメ

ータ推定結果の非高齢者・通勤目的項より） 

・ 活動可能時間帯：活動時間の実績に前後 15分の余

裕を持たせた時間帯 

・ 外出可能時間：一律 7〜22時 

・ 自動車保有コスト：930円/日 16)と仮定 

・ 自動車平均速度：39.1km/h（H27 道路交通センサス
17）千葉市市街地一般道総計 昼間12時間平均旅行速

度）と仮定 

 

(3) 分析結果 

上記の(1)，(2)の構築手法に基づいて世帯の分析を行

う．まず，データセットから世帯活動の現況再現を試み

る．その上でMaaS導入時を想定した世帯の移動-活動パ

ターンを算出し，世帯活動への影響を分析する． 

千葉市子育て世帯では，自動車利用率の高さ，母の

送迎・仕事を含む活動パターン割合の高さが見受けられ

た．紙面の都合上，例として，現状全ての移動に自動車

を用いており，活動内容に送迎と仕事を含んでいる以下

の世帯を仮想的な対象ペルソナとしてケーススタディ分

析を実施した． 

・ 千葉市若葉区在住 

・ 夫，妻，子（5歳未満）の 3人世帯 

・ 自家用車 2台所有 

 

図-1に本研究で構築したモデルでの活動実績の現況再

現結果を示す．実績値（図中の破線）と再現結果（図中

の実線）は概ね一致しており，設定したデータから世帯

活動を概ね再現できることが示された． 

図-2にMaaS導入時の移動-活動パターン算出結果を料

金設定ごとに示す．MaaS の料金設定を 1100~1250 円/日

とした場合（図-2 (b)），母親が自動車ではなく MaaSに

含まれるタクシーを利用する方が世帯全体で移動-活動

パターンが最適化されることを意味する．従って，この

料金設定での MaaS を提供することで，送迎，仕事を含

む母親の移動や活動の負担を軽減できる可能性を示唆し

ている． 

以上のように，世帯属性や活動制約を踏まえたうえで，

多様なMaaSのサービス水準の下での世帯員の移動-活動

 

図-1 世帯活動の実績と現況再現結果 
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パターンを予測し，MaaS 導入による影響評価を行うこ

とが可能であることを示した． 

 

4. おわりに 

 

本研究では，千葉市子育て世帯を対象に移動-活動実

態を考慮して，MaaS 導入時の世帯活動モデルを構築し

た．世帯属性や活動制約を踏まえ，複数の MaaS のサー

ビス水準の下での世帯員の移動-活動パターンを予測し，

MaaS 導入による影響評価を行うことが可能であること

を示した．これにより，MaaS のサービス設計時の評価

ツールとしてのモデルの利用可能性が示された． 

本研究の課題として，まず計算負荷が高く，考慮可能

な活動数や交通手段に限りがある点がある．実利用には

まだ改善の余地が多く，モデル構造の見直し等が必要と

なる．また，算出された各世帯の予測結果を用いて，実

際のサービス設計を行うためのフレームワークは現状存

在しない．こうした需要サイドと供給サイドを考慮した

レベニューマネジメント型のフレームワークを構築して，

最適なサービス設計を考えたい．最後に，データセット

構築において「個人の時間価値」や「活動可能時間帯」

など，構築される活動パターン・活動時刻を変化させる

重要な値を一定のルールを設けて仮定している点である．

これらのデータの生成方法の確立，または妥当性の高い

仮定方法を検証する必要がある． 
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A HOUSEHOLD ACTIVITY MODEL TO INTRODUCE MaaS 

- IMPACT ANALYSES ON HOUSEHOLDS WITH CHILDREN - 

 

Takanori KONDO, Kotaro YAMADA, Hideki YAGINUMA, Shintaro TERABE 

 and Kosuke TANAKA 

 
The Japanese government has been implementing policies to promote the advancement of women and 

the elderly into the society. These policies are deemed to impact on the travel-activity patterns of workers 

and those of households to which they belong. In particular, the households with children are thought to be 

influenced more. Meanwhile, both public and private sectors in Japan have considered a transportation 

service, called Mobility as a Service (MaaS), which needs to be evaluated on how it will affect people’s 

travel-activity patterns. This research constructs a household activity model, based on Household Activity 

Pattern Problem (HAPP), to assess the impact of MaaS on a household with children in Chiba City. The 

result shows that it is possible to predict household members' travel-activity patterns under multiple service 

levels of MaaS while considering the household’s attribute and activity constraints. This model can conse-

quently work as a basic framework to evaluate the impact of MaaS on the society. 
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